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内容
•放射性廃棄物の規制のあり⽅と「除去⼟壌」
•放射性廃棄物の処分のあり⽅と「再⽣利⽤」
•放射性廃棄物処分に関する国⺠への情報提供、国⺠参加のあり
⽅
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放射性廃棄物の規制のあり⽅
• 放射能汚染の基準に関するダブルスタンダード

• 原⼦炉等規制法上の規制（クリアランス）：100Bq/kg
• 除去⼟壌の「再⽣利⽤」＝「処分」：8000Bq/kg（基準？）
• 「再⽣利⽤」＝「処分」するなら、低レベル放射性廃棄物処分場（トレンチ
処分）と同等の施設を設けるべきである。道路や農地その他の下に「埋設」
することは許されない。

• 規制の枠組みのダブルスタンダード
• 規制と事業の分離
• 特措法のもとでは、規制者が曖昧な位置づけとなっている。
• 「再⽣利⽤」＝「処分」にあたって、環境省が「規制者」と「事業者」を兼
ねることは許されない。
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「汚染⼟壌」とクリアランス
• 原⼦炉等規制法では、100Bq/kgを超える汚染⼟壌はクリアランスを超えると回答
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IAEA安全基準で低レベル放射性廃棄物に該当

出所：「除去⼟壌等の最終処分に関する安全確保について（第3回IAEA専⾨家会合に向けた考え⽅の整理）」2024年1⽉12⽇（中間貯蔵施設に
おける除去⼟壌等の減容化技術検討ワーキンググループ（第4回）、資料1-2)、p.2

IAEA安全基準で低レベル放射性
廃棄物に該当と環境省⾃⾝が整理
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「再⽣利⽤等」されるのは⼟壌に限らない

出所：環境省環境再⽣・資源循環局（2024）「各ワーキンググループ等の検討状況」10⽉3⽇（第17回中間貯蔵除去⼟壌等の減容・再⽣利⽤技術開発戦略検討会、資料1-2）, p.24

汚染⼟壌（除染前）
↓

除去⼟壌（除染後）
↓

再⽣資材（「再⽣資材化」後）
||

実態的には
全て低レベル放射性廃棄物
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「再⽣利⽤等」される可能性のあるもの

出所：環境省環境再⽣・資源循環局（2024）「各ワーキンググループ等の検討状況」10⽉3⽇（第17回中間貯蔵除去⼟壌等の減容・再⽣利⽤技術開発戦略検討会、資料1-2）, p.26

汚染⼟壌（除染前）
↓

除去⼟壌（除染後）
↓

再⽣資材（「再⽣資材化」後）
||

実態的には
全て低レベル放射性廃棄物



放射性物質汚染対処特措法の問題
• 事故直後、汚染の影響を低減することを⽬的
に議員⽴法でできた法律

• 「再⽣利⽤」は条⽂上規定されていない。
• 条⽂では「除去⼟壌の収集、運搬、保管⼜は処

分」とされている。特措法第 41 条第 1 項
• 「除去⼟壌の収集、運搬、保管⼜は処分を⾏う

者は、環境省令で定める基準に従い、当該除去
⼟壌の収 集、運搬、保管⼜は処分を⾏わなけれ
ばならない。」

※ なお、廃棄物処理法では、⼀般廃棄物、産業廃
棄物ともに、「再⽣利⽤」の⽂⾔がある。

• 環境省は、「再⽣利⽤」は「処分」であると
しているが、「再⽣利⽤」を「処分」とする
のには無理がある。
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2024年12⽉5⽇原発ゼロ・再エネ100の会の質問に対
する環境省の回答
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除去⼟壌の「復興再⽣利⽤」（福島県、県外）

出所：環境省（2024）「放射性物質汚染対処特別措置法の規定に基づく放射線障害の防⽌に関する技術的基準について」（第163回放射線審議
会総会資料163-3-2号）10⽉29⽇, p.5

再⽣利⽤
!

復興再⽣利⽤
!

低レベル放射性
廃棄物処分



政策⽤語の恣意的な使い分け
1．2045年までに県外で最終処分する
2．最終処分のために、除去⼟壌の再⽣利⽤を進める。
3．再⽣利⽤は処分にあたる。（環境省）

• 「復興再⽣利⽤」と「再⽣利⽤」はおなじもの。
→ 「復興再⽣利⽤」＝「再⽣利⽤」＝処分

1〜3より、
• 「県内最終処分」のために、「福島県内で処分」を進めるのが環境省の⽅針。
① 表向きは「県外処分」と明⾔しながら、実質的に県内処分を進めようとしている。
② 「再⽣利⽤」という⾔葉を使いながら、実質的に「処分」を⾏おうとしている。
③ 市⺠に対して真意を明確に⽰していない。

• ⾔葉を変えることで本質を隠蔽する環境省の姿勢は、⾏政の透明性、公正性や説
明責任の観点からみて欺瞞的である。
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フランスの低レベル放射性廃棄物処分

資料：（公財）原⼦⼒環境整備促進・資⾦管理センター 技術情報調査部 江藤次郎(2024)「海外の放射性廃棄物の処分等の情勢」第38回原⼦
⼒委員会資料第1号, p.29
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低レベル放射性廃棄物処分場での住⺠参加の例
フランスの事例

資料：（公財）原⼦⼒環境整備促進・資⾦管理センター 技術情報調査部 江藤次郎(2024)「海外の放射性廃棄物の処分等の情勢」第38回原⼦⼒委員会資
料第1号, p.29



市⺠・住⺠の意思を軽視、説明を回避
• 放射性物質汚染対処特措法を超える内容

• 法改正することなく省令で済ませる。
• 国⺠への説明

• 公聴会無し
• ⼈数限定の⼩規模住⺠説明会で、地域住⺠を孤⽴化させる

• ⼆本松 〜 回覧板で通知→反対に遭い撤退
• 南相⾺市 〜 区⻑に打診→拒絶され撤退
• 新宿
• 所沢

• 福島県⺠からは拒絶されてきた
• ⼆本松市（農道）、南相⾺市（常磐道の拡幅⼯事）
• ⼀⽅、環境省は、福島復興に不可⽋かのように宣伝。学⽣、若者向けのツアー
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福島原発事故に関する放射能汚染ガバナンスの崩壊
1. 放射性廃棄物に関するダブルスタンダードがある。

• 基準のダブルスタンダード
• 規制の枠組みのダブルスタンダード

2. ⼟壌処理後に発⽣する⽣成物も「除去⼟壌等」として再⽣利⽤可能とし
ている。

3. 特措法上の「処分」を、「再⽣利⽤」や「復興再⽣利⽤」に⾔い換え、
国⺠の間に誤解/紛争が⽣じる要因を環境省⾃らが作っている。

4. ⼈の利⽤するインフラ施設下で、低レベル放射性廃棄物処分が実⾏され
ることになる。主要国では、このような処分は実施されていない。

5. 除去⼟壌の再⽣利⽤については、公衆参加が全く無い。
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どうすべきか
1. クリアランスレベルを超える⼟壌、廃棄物は、低レベル放射性廃
棄物とすべきである。

2. 放射能汚染の状況に応じて、浅地中処分（トレンチ処分、ピット
処分）等、適切に処分するべきである。

3. 直ちに法改正を⾏い、現⾏の原⼦炉等規制法の枠組みの中に、事
故由来の廃棄物、⼟壌をくみこむ必要がある。

4. 法令上の「処分」を、「再⽣利⽤」「復興再⽣利⽤」に⾔い換え
てはならない。

5. ⼟壌、廃棄物の処分（＝再⽣利⽤、復興再⽣利⽤）にあたっては
公衆参加が不可⽋である。
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